
持続的成長に向けた 
ステークホルダー・エンゲージメント
外部環境の不確実性が高まる中、SBIグループが中長期的に企業価値を高めていくためには、 

多様なステークホルダーの皆さまからの要請や期待を、対話などのエンゲージメントを通じて 

的確に把握し、経営に反映することが重要であると認識しています。

顧客

SBIグループは事業構築の基本観として「顧客中心主義」
を掲げ、顧客便益性を第一に事業に取り組んできました。
また、当社グループは世界でも類を見ない「インターネット
金融生態系」を構築してきました。インターネットの特性で
ある非対面で完結する取引では、サービスの提供者と消費
者はお互いに顔を合わせることはありません。だからこそ
お客さまに安心と信頼感を持ってお取引いただけるよう、
個人情報保護の徹底など様々な配慮にも努めています。

 SBI証券における株式売買委託手数料の低減
  HDI-Japan「格付けベンチマーク」の2021年「問合せ窓口格付け」（SBI証
券、SBI損害保険）、「Webサポート格付け」（SBI証券、住信SBIネット銀行、
SBI損害保険）における三つ星の獲得

エンゲージメント例

地域社会

SBIグループには、企業とは社会という全体の中の一部分で
あり、企業活動はもともと様々な影響をもたらしているとい
う考えがあります。社会的存在としての企業の役割を果た
すべく、様々な形で本業を通して社会課題の解決に努め、社
会の維持・発展に貢献していきます。

 サステナビリティ基本方針・マテリアリティの策定
 地方創生に向けた取り組み

エンゲージメント例

株主・投資家

株主・投資家の皆さまに対して、積極的な情報開示、株主
総会や決算説明会を通してのコミュニケーションを図ると
ともに、より良い関係の構築に努めることで、健全で透明性
の高い経営を行っています。上場各社の自己成長・企業価
値の増殖はもちろんのこと、未上場企業の株式公開による
グループ企業価値の顕在化のほか、M&Aや合弁会社の設
立、あるいは戦略的提携等を通じ、株主価値の拡大を図り
ます。

 機関投資家・アナリスト向け説明会の開催、個別面談の実施
  個人投資家向けインフォメーションミーティングや株主向け経営近況報告
会の開催

エンゲージメント例

地球環境

SBIグループは、自然環境や社会との長期的な共存の重要
性のほか、環境問題が組織や社会に与える影響およびリス
クや機会を認識し、SBIグループ環境方針を制定していま
す。この方針に基づき、これからも事業活動を通じて持続
可能な社会の維持・発展に貢献していきます。

 気候変動への対応（TCFD提言を踏まえた取り組み）
 サステナブル・ファイナンスの促進、ESG投資の啓蒙活動

エンゲージメント例

社会 EESSGG

従業員

既存の概念にとらわれず、イノベーションを実現する「総
合企業グループ」として、開かれた雇用機会の提供や、SBI

大学院大学への企業派遣制度など充実した教育体制を整
備し、様々な施策を実施しています。また、意欲や実績に応
える公正な評価・処遇制度の実現などを通じて、独自の企
業文化を育み継承する人的資源を育成し、健全な労働意
欲の向上を図っています。

 健康経営、ダイバーシティ・マネジメント
 SBI大学院大学を通じた人材の育成

エンゲージメント例

パートナー（取引先）

SBIグループは、様々な業態にわたる多くのグループ外企
業と提携し、Win-Winな関係を具現化する「オープン・ア
ライアンス戦略」を推進しています。オープン・アライアンス
を通じて、顧客からの様々な需要に応えるべく、一社単独
では成し得ない、総合的なサービスを提供できる体制を、
多様なパートナーと協同し構築しています。

 住信SBIネット銀行におけるネオバンク構想の推進
 SBI証券によるグループ外企業の各種共通ポイントとの連携

エンゲージメント例
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ダイバーシティ＆インクルージョン

非財務活動報告

人材を創造性や競争力の源泉と捉え、 
人材価値の向上に注力します。

人材に対する考え方
SBIグループでは、人こそが創造性を生み出し、競争力の源泉となる
差別化をもたらす主因であると考えています。当社グループの人材
は9割超が中途採用であることが特徴です。新卒社員とともに中途
社員が活躍できる背景には、SBIグループの理念・企業文化の浸透
を促し、グループ全体を俯瞰する視座を持つための継続的な研修
を実施していることが挙げられます。更に、経営トップが自らの経営
論・企業観について書籍等で積極的に発信していることは、従業員
の人間学や経営学の教育向上、経営理念への理解を深める面でも
役立っており、社内の一体感の醸成に寄与していると考えています。
　経営戦略を実行する上では、優秀かつグローバルな人材の確
保が一層重要と認識しています。2018年には給与処遇および勤
務形態について、既存の枠組みとは異なる対応が可能となる高度
専門職制度を設け、戦略的に重要な役割を担う人材の確保に注
力しています。2022年4月からは新卒初任給および入社3年目ま
での給与テーブルの大幅な引き上げを実施し、加えて役職員全員
にグループ連結業績を反映させた報酬制度を導入しています。ま
た、M&A等を通じた優秀な即戦力人材の獲得も併せて促進し、人
材価値の向上を図っていきます。

ダイバーシティ&インクルージョン
私たちは、人類が等しく普遍的に有する基本的な権利が人権であ
り、これを尊重することは企業運営においても当然のことと認識し
ています。2021年にはその考えを「人権に対する考え方」として明
文化しました。また、既存の概念に捉われず、イノベーションを生み
出す企業であり続けるには、人種・国籍・性別等にかかわらず、多様
な人材がそれぞれの能力を最大限に発揮し、ともに刺激し合い成
長できる環境が必要であると考えています。25ヵ国・地域で事業を
展開するSBIグループにおける、海外拠点の従業員割合は22.9％
となっています。優秀な人材に対してはその属性を問わず積極的
に登用・昇進させる姿勢を徹底しており、現在では女性管理職の
比率（国内連結）も18.3%となっています。当社グループでは今後

より一層高まる多様性の重要度を認識し、当社の女性管理職比率
および当社グループの外国籍社員比率を2025年まで継続して
20％以上・40％以上とすることを目標として定めており、現状の比
率（2022年3月末で26.5%・36.5%）の維持・向上に取り組みます。

働きやすい職場環境の整備 
従業員が常に最大限のパフォーマンスを発揮するためには、心身と
もに健康であることが重要であると考えており、当社は従業員が健
康保持・増進に取り組みやすい環境を積極的に整えていく「健康経
営宣言」を制定しています。また、社員の自己実現の場を提供すると
ともに、人材の有効活用や適材適所を実現する意図から、「キャリア
オープン制度」を導入しています。この制度は社員自らが希望する
グループ内の事業会社等への異動願いを申告するもので、これま
で多数の従業員がキャリアチェンジを実現しています。
　更に、業務の効率化・生産性の向上に向けては、グループを挙
げてRPAの導入を推進し、各種ルーティン業務の自動化を図ると
ともに、短時間正社員制度や時差出勤制度を設け、働きやすい環
境の整備を行っています。

成果に報いる従業員への評価
創業以来、「功ある者には禄を与え、良識・見識ある者には地位を
与える」という方針を貫いており、成果のみならず結果に至るプロ
セスも重視してきました。また、公正・公平な評価に努める観点か
ら、上司だけでなく部下や同僚など多方面より評価を行う360度
評価を実施しています。また、グループの結束力を更に高めるとと
もに、連結業績に対する意欲や士気をより一層高めることを目的
に、当社および当社子会社の取締役に対しては有償ストック・オプ
ションを、従業員に対しては無償にて税制適格ストック・オプショ
ンを発行しています。

白神 克巳
SBIホールディングス 
執行役員 人事・総務担当

「人権に対する考え方」はこちらをご覧ください。
  https://www.sbigroup.co.jp/sustainability/social/human_rights.html

38 SBI Holdings Integrated Report 202238



SBIグループの人材育成プロセス

経営層

部門長

リーダー

社員

若手社員

グループ各社にて実施

グループ各社での 
各種専門知識に関する

OJT／OFF JT

SBI大学院大学 
企業派遣制度

上級管理職研修制度

新入社員研修　会計・語学・テクノロジー・業界動向の基礎知識の習得等

SBIホールディングスにて実施

 グループ全体方針の理解 
 倫理的価値観と人間力の修養
 経済・経営等の専門知識の習得

人材育成の考え方
SBIグループでは将来を担う人材の育成に向け、グループ各社に
おける各種専門知識に関するOJTや、SBIグループの全面支援に
よって2008年に開校したSBI大学院大学を活用した研修を行って
います。上級管理職を目指す社員に向けては「SBIグループ上級管
理職研修」の修了を昇格要件と定めるほか、より広範にマネジメン
トを学びたい社員に向けてはSBI大学院大学への企業派遣制度を
設けています。2022年3月末現在、この制度を通じて143名がMBA

を取得しています。また新入社員に対しては、早期からSBIグルー
プの経営幹部としての知見や経営観を習得させるべく、当社独自の
課題研修を行っています。2週間に一度、新入社員に小論文の提出
を課し、社長を含めた経営陣が評価しています。

2021年12月に当社の連結子会社となった新生銀行と経営
理念や企業風土を共有するべく、新生銀行グループ
の役職員向けに説明会を開催したほか、若手社
員に向けては当社の主要なグループ企業の
役員との座談会を定期的に実施していま
す。初回は当社の代表取締役 会長 兼 
社長 北尾が「SBIグループが目指すこ
と」をテーマに交流を図りました。なお、
座談会の動画は、両グループの役職員
が閲覧できるように整備しています。

グループ企業における経営理念の浸透

従業員の状況（連結） 2019 2020 2021

従業員数（人） 8,003 9,209 17,496

海外拠点における
従業員数割合（%） 35.4 39.1 22.9

女性従業員の状況 2019 2020 2021

連結

女性従業員数（人） 3,393 3,898 7,630

女性従業員比率（%） 42.4 42.3 43.6

女性執行役員数（人） 5 13 20

女性執行役員比率（%） 6.0 12.6 9.4

国内
連結

女性採用者数※（人） 367 750 933

正社員採用に占める
女性の割合（%） 22.9 32.1 39.1

女性管理職数（人） 219 262 688

女性管理職比率（%） 16.5 16.0 18.3

人材データ（年度）

国内連結 2019 2020 2021

平均勤続年数（男） （年） 6.6 5.2 10.1

平均勤続年数（女） （年） 5.5 5.1 8.4

平均給与（男） （円） 7,997,157 7,547,839 7,564,601

平均給与（女） （円） 4,885,217 4,118,029 4,515,359

退職率（%） 14.2 23.2 14.9

単体 2019 2020 2021

月平均残業時間 18時間1分 15時間19分 17時間41分

年次有給休暇取得率（%） 69.8 60.9 65.4

女性社員の育児休暇取得率（%） 100 100 100

管理職者に占める 
外国籍社員比率（%） 12.3 12.3 11.4

中途採用社員の管理職比率（%） 81.5 84.4 81.1

※2019年度～2021年度において算出方法の変更やM&A等の影響により、数値の連続性がない場合があります。

人材に関する当社の目標数値
（2025年まで継続）

「人材価値向上に向けた取り組み」の 
詳細はこちらをご覧ください

  https://www.sbigroup.co.jp/
sustainability/social/employee.html

社会 EESSGG

外国籍社員比率※2

40%以上

女性管理職比率※1

20%以上※1  当社単体
※2  当社グループ連結
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